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桜島爆発対策特別委員会行政調査報告から 

 

【茨城県つくば市】 

国立研究開発法人防災科学技術研究所（火山防災研究部門／火山研究推進センター）について 

 

１．研究所について 

(1) 研究所の概要 

  防災科学技術研究所は、文部科学省所管の国立研究開発法人であり、日本の防災科学技術に

関する中核的機関である。本部は茨城県つくば市に置かれ、日本全国を網羅する観測網や世界

有数の大型実験施設を展開している。同研究所の使命は、災害に強い社会の実現であり、地震・

津波・火山噴火・豪雨・豪雪など、あらゆる自然災害を対象に発生メカニズムの解明や予測技

術の高度化、被害軽減策の研究を進めている。観測データは、緊急地震速報や津波警報などに

活用され、災害対応の迅速化に貢献している。 

  また、同研究所は、世界最大級の耐震実験施設「Ｅ-ディフェンス」のほか、日本海溝海底地

震津波観測網（Ｓ-ｎｅｔ）、地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ）など８つの観測網か

らなる陸海統合地震津波火山観測網「ＭＯＷＬＡＳ」を運用するなど、国際的にも先進的な研

究基盤を有しているほか、災害時の情報共有を可能にする「ＳＩＰ４Ｄ」などのシステム開発

を通じて、行政・企業・地域社会の防災力向上に寄与している。1963年に「国立防災科学技術

センター」として設立されて以来、名称変更や組織改編を経て、現在は防災科学技術の研究開

発を総合的に担う機関として、「予測・予防」、「対応」、「復旧・復興」という防災の全ての局面

で研究開発に取り組み、防災に関する総合的な唯一の国立研究開発法人として、自然災害から

人命と社会を守る「生きる、を支える科学技術」の発展に挑戦している。 

 

(2) 主な研究領域 

  同研究所は、日本の防災・減災に関する課題に対応するため、以下の４つの主要研究領域を

設定し、総合的な研究開発を進めている。 

 ① 巨大地変災害研究領域 

   災害発生メカニズムを解明し、南海トラフ地震と首都直下地震、大規模火山噴火など、将 

来の国難級災害に備える。 

 ② 都市空間耐災工学研究領域 

   Ｅ-ディフェンスや数値震動台を活用し、社会インフラの耐災性の向上や持続可能な都市環

境の整備の方策を考究する。 

 ③ 極端気象災害研究領域 

   地球温暖化により頻発する極端気象の観測・実験・予測を行い、水・土砂・雪氷災害を効

果的に軽減するための方策を研究する。 

 ④ 社会防災研究領域 

   社会と協働し、効果的な防災情報の創出・共有・活用、被害や回復過程の科学的解明を行
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(出典：防災科学技術研究所ＨＰ資料) 

い、社会全体の防災力向上に貢献する。 

 

(3) 研究拠点及び組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 主な研究施設・観測網等 

  同研究所は、世界有数の防災研究基盤を有し、地震・津波・火山・豪雨・雪害など多様な自

然災害に対応するため、以下の施設・観測網を整備・運用している。 

 ① 主な研究施設 

  ア 大型降雨実験施設 

   1974年に運用を開始した本施設は、

世界最大級の規模と能力を誇る降雨

実験施設である。霧雨から１時間300

㎜以上の豪雨まで、自然の降雨に近

い雨滴の大きさや落下速度まで再現

可能。区画面積は44ｍ×72ｍの５区

画で構成されており、用途に合わせ

た実験が可能である。2025年には、

最大風速25ｍ／秒を上回る暴風装置

を設置し、より自然に近い雨と風の

条件下における環境での研究開発が

可能となった。また、近年の豪雨災

害において頻発している斜面を流れ

る土石流の再現も可能になったこと

(出典：防災科学技術研究所ＨＰ資料) 
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(出典：防災科学技術研究所ＨＰ資料) 

(出典：防災科学技術研究所ＨＰ資料) 

(出典：防災科学技術研究所ＨＰ資料) 

で、土砂災害や浸水・洪水の対策工評価実験、ドローンや自動走行車のセンサー性能評価

実験に活用されるなど、官民問わず幅広い分野に貢献している。 

  イ 実大三次元震動破壊実験施設「Ｅ-ディフェンス」 

   Ｅ-ディフェンスは、地震の揺れを三次元で再現できる大きさ20ｍ×15ｍの「震動台」を

用いて、実物大の構造物の破壊実験を行うこと

ができる世界有数の施設である。1995年兵庫県

南部地震や2011年東北地方太平洋沖地震で記録

された揺れを震動台が再現し、10階建てビルや

戸建て住宅など、建物や室内の被害を評価する

実験を行うことができる。実験結果は、鉄筋コ

ンクリート造ビルや木造住宅などの破壊過程の

解明や耐震性能の評価、対策技術の実証、地盤

被害の再現、室内被害の分析などに利用されて

いる。実験データや映像を公開している実験も

あり、数値シミュレーション技術の精度検証や

防災に関する啓発資料として役立てられている。 

  ウ 雪氷防災実験棟 

   降雪、着雪、雪崩、吹雪など、雪氷圏で起こる現象を再現して実験できる世界最大規模

の実験施設。特に、天然に近い結晶型の雪

を再現して降らす装置を備えた共用施設と

しては、世界唯一である。低温実験室内で、

気温、降雪、降雨、風速及び日射を制御す

ることにより、冬期の雪氷現象及び雪氷環

境を実験室レベルで幅広く再現し、雪氷圏

における諸現象や災害メカニズムの解明に

利用されている。真夏を含め年間を通した

利用が可能なので、現象解明のほか、雪国

の生活に直結する電線や標識の素材性能検

証など、産業界でも幅広く利用されている。 

  エ 巨大岩石摩擦試験機 

   地震の発生メカニズムを理解するため、

地震の原因である断層の摩擦すべりを実験

室で再現し、詳しく調べるための装置。長

さ7.5ｍ、幅0.5ｍの岩石試料の上に、長さ

６ｍ、幅0.5ｍの岩石試料を積み重ねて上か

ら押しつけ、一方を横から押してすべらせ

る機構で、それらの力は共に最大1,200ｔも
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(出典：防災科学技術研究所ＨＰ資料) 

の重量を持ち上げられるほど強力であり、大きさ、力ともに世界最大級である。現実の断

層に近い規模の実験で得られた岩石の摩擦データや、そこから明らかになった摩擦の法則

は、コンピューターシミュレーションで利用され、地震の発生予測にも役立てられている。 

 ② 陸海統合地震津波火山観測網（ＭＯＷＬＡＳ） 

   同研究所では、日本全国の陸域・海域

に張り巡らされた８つの観測網（Ｈｉ-

ｎｅｔ/ＫｉＫ-ｎｅｔ、Ｋ-ＮＥＴ、Ｆ-

ｎｅｔ、Ｖ-ｎｅｔ、Ｓ-ｎｅｔ、ＤＯＮ

ＥＴ、Ｎ-ｎｅｔ）からなる「ＭＯＷＬＡ

Ｓ」を運用している。計2,200以上の観測

点が全国の陸域から海域までを網羅し、

リアルタイムでデータを取得する。観測

データは、気象庁による緊急地震速報や、

地震時に新幹線を緊急停止するシステム

にも活用されている。 

  ・Ｈｉ-ｎｅｔ／ＫｉＫ-ｎｅｔ：高感度地震観測網（Ｈｉ-ｎｅｔ）は、微弱な揺れを観測す

ることができ、約800の観測点で構成されている。基盤強

震観測網（ＫｉＫ-ｎｅｔ）も併置されている。 

  ・Ｋ-ＮＥＴ：全国強震観測網（Ｋ-ＮＥＴ）は、被害が発生するような強い揺れを観測する

ことができ、1,000以上の観測点で構成されている。阪神・淡路大震災を機に

整備された。 

  ・Ｆ-ｎｅｔ：広帯域地震観測網（Ｆ-ｎｅｔ）は、幅広い周期の揺れを観測することができ、

全国約70か所に設置されている。 

  ・Ｖ-ｎｅｔ：基盤的火山観測網（Ｖ-ｎｅｔ）は、火山噴火予測の実用化と火山防災を目指

し、44火山に整備した観測網である。 

  ・Ｓ-ｎｅｔ：日本海溝海底地震津波観測網（Ｓ-ｎｅｔ）は、太平洋沖の海底に150の観測ユ

ニットを設置し、海底地震や津波を観測している。 

  ・ＤＯＮＥＴ：地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ）は、熊野灘から紀伊半島沖の51

地点で海底地震と津波を観測している。 

  ・Ｎ-ｎｅｔ：南海トラフ海底地震津波観測網(Ｎ-ｎｅｔ)は、南海トラフ地震の想定震源域

のうち、高知県沖から日向灘にかけての海底36か所に地震計や水圧計で構成さ

れた観測装置を設置し、地震・津波の常時観測を行っている。Ｎ-ｎｅｔは、

Ｓ-ｎｅｔと同様に光海底ケーブルで観測装置を連結し、広範囲の海域をカバ

ーすると同時に、ＤＯＮＥＴのような拡張性も備えたハイブリッド型のシステ

ムである。Ｎ-ｎｅｔにより、当該海域で発生する地震は最大で20秒程度、津

波は最大で20分程度、従来より早い直接検知が実現している。 

  ⇒これらの施設・観測網により、同研究所は災害の発生メカニズム解明、予測精度向上、被 
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(出典：防災科学技術研究所ＨＰ資料) 

害軽減策の開発に取り組んでいる。 

 

(5) 第５期中長期計画の概要 

  2023年からの７年間における第５期中長期目標・中長期計画では、人文・社会科学と自然科

学を融合させた「総合知」の活用と防災分野における「ＤＸの推進」に重点を置きつつ、我が

国における防災科学技術に関する中核的研究機関として、地震・津波・火山・気象災害といっ

たあらゆる自然災害を対象とし、基礎研究及び基盤的研究開発から、災害実務現場での知見・

経験・ニーズを活用した出口志向の研究開発を推進している。 

  また、同計画においては、国や自治体、民間企業、研究機関や大学、地域住民など幅広いス

テークホルダーと同研究所全員の共創をさらに加速させ、共創によって安全安心な社会を実現

していく方針として「みんなでつくろう、レジリエントな社会」を掲げている。 

 【第５期中長期計画期間（2023-2029年度）における取り組みのポイント】 

 ① レジリエントな社会の実現に向けた防災科学技術の研究開発の推進 

 ② 知の統合を目指すデジタル技術を活用した防災・減災に関する総合的な研究開発の推進 

 ③ 知の統合に必要な防災・減災のための基礎研究及び基盤的研究開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．火山防災研究部門／火山研究推進センターの取り組みについて 

(1) 火山災害の予測力・予防力・対応力向上に関する研究開発 

  火山は、観光や温泉などにより恩恵をもたらす一方、時には災害をもたらし、山麓に暮らす

住民に長期間不自由な生活を強いる場合がある。火山災害に対するレジリエントな社会とは、

各自が火山災害に関するリスクを知り、火山活動の推移やその脅威に応じて適切な対応を取る
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(出典：防災科学技術研究所行政視察資料) 

ことで、安全に火山を利用できる社会である。同センターでは、レジリエントな社会を目指し

て、火山災害の予測力・予防力・対応力向上に関する研究を進めている。 

 ① 火山活動の予測技術開発 

   火山観測網やリモートセンシング技術、物質科学調査等を活用した噴火のリアルタイム把 

握技術とシミュレーション技術の連携により、噴火によるハザードの即時予測技術を開発す

る。さらに火山活動の推移予測の研究を行う。 

 ② レジリエンスの向上のための取り組み 

   火山ハザードの把握と評価から、社会の曝露度・脆弱性を鑑みたレジリエンス向上のため

の情報の作成に関する研究開発を行う。 

 ③ ＪＶＤＮシステムの活用と連携推進 

   社会のレジリエンス向上に資する情報プロダクツを提供し、ＪＶＤＮシステム（火山観測

データ一元化共有システム）の利活用を行う。さらに、同システムを活用し、分野や組織を

超えた研究体制の強化・充実を図る。 

  ⇒時々刻々変化する火山活動を把握し、火山災害軽減に資する情報を提供する。 

 

 (2) 火山災害対応・軽減に資する情報の開発・提供 

   火山観測網やリモートセンシング技術、物質科学調査等を活用した噴火のリアルタイム把握

技術とシミュレーション技術の連携により、噴火によるハザードの即時予測技術を開発する。

さらに、火山活動の推移予測の研究を行っており、これらを基にした火山災害対応・軽減に資

する情報を開発・提供する。 

  ① 火山活動評価・推移予測のための技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



特集１：議会運営委員会・特別委員会行政調査報告 

___________________________________________________________________________________________ 

- 23 - 

(出典：防災科学技術研究所行政視察資料) 

(出典：防災科学技術研究所行政視察資料) 

(出典：防災科学技術研究所行政視察資料) 

  ② 火山災害対応技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 次世代火山研究推進事業（Ｈ28～Ｒ７） 

  ① 各種観測データの一元化 

   ア ＪＶＤＮシステムの開発と運用 

    ・合成開口レーダーの解析結果の表示機能の改修 

    ・Ｂ２－２：火山観測に必要な新たな観測技術の開発（位相シフト光干渉法による多チャ 

          ンネル火山観測方式の検討と開発）のデータの登録と提供 

    ・降灰調査データスキーム対応 

    ・気象庁データの登録・提供機能追加 

    ・プロジェクトアウトプットに向けた状態遷移図普及 

 

 

 

 

  ② リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発 

   ア 火山観測用可搬型レーダー干渉計の開発 

    ・地上設置・車載・台車・手動の各方式により効率的に火山周辺における地殻変動を面的 

に検出するレーダーセンサーを開発 

   イ ＳＰＩＣ（小型温度ガス可視化カメラ）の開発～試験観測 

    ・面的・連続的に火山ガス濃度・温度分布を把握する技術を開発 

  ③ シミュレーションによる噴火ハザード予測手法の開発 

   ア 地下におけるマグマ移動シミュレーション 

    ・火道流モデルの開発 

    ・噴火・噴火未遂分岐判断の指標作成 

(出典：防災科学技術研究所行政視察資料) 



特集１：議会運営委員会・特別委員会行政調査報告 

___________________________________________________________________________________________ 

- 24 - 

(出典：防災科学技術研究所行政視察資料) 

(出典：防災科学技術研究所行政視察資料) 

(出典：防災科学技術研究所行政視察資料) 

    ・想定岩脈貫入による地殻変動期待値評価 

   イ 噴火ハザードシミュレーション技術開発 

    ・新火砕流モデルの開発 

    ・新溶岩流モデルの開発 

    ・計算結果（ドリルマップ）のデータベース化 

  ④ 火山災害対策のための情報ツールの開発 

   ア 降灰被害予測コンテンツ試作版の高度化 

    ・降灰の建物の影響評価 

    ・建物屋根の安全性評価 

    ・降灰に対する病院の機能評価 

   イ 避難・救助支援コンテンツ試作版の高度化 

    ・御嶽山チャレンジにより登山者動態データ取得と解析 

 

 (4) 火山調査研究推進本部関連事業 

   火山調査研究推進本部（火山本部）は、火山に関する観測、測量、調査及び研究を推進する

ことにより、活動火山対策の強化に資することを目的として、火山に関する調査研究の推進を

所掌とする文部科学省に設置され、司令塔として火山調査研究を一元的に推進している。 

 

 

 (5) 基盤的火山観測網（Ｖ-ｎｅｔ）の整備 

   火山本部政策委員会が決定した「活動火山対策のために

観測、測量、調査及び研究の充実等が必要な火山」（51火山

※） 

  ※活火山について、火山防災対策の充実を図るため、 

今後100年程度の中長期的な噴火の可能性及び社会 
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的影響を踏まえ選定された火山。44火山89観測点（Ｒ７年10月現在） 

 

 

 (6)ＪＶＤＮシステムの活用 

   我が国ではこれまで、大学や研究機関、行政機関がそれぞれの役割に応じて火山観測を行い、

観測データの流通及び共有を進め、互いに連携して火山研究の推進や火山防災に貢献してきた。

ＪＶＤＮシステムは、その連携を強化し、さらに火山研究を発展させ、火山防災に貢献しよう

とする仕組みである。同システムには、同研究所をはじめ、各大学、気象庁、産業技術総合研

究所、国土地理院などの主要な関係機関が参加しており、各機関の各種観測データがデータベ

ースに保存され、可視化ツールを通じて共有されることによって、多分野連携による共同研究

を促進している。さらに、研究コミュニティーと防災機関の連携により、火山防災に貢献して

いるほか、国際標準のＷＯＶＯｄａｔデータベースに対応することで、海外の研究機関との連

携も促進している。データベースは、各機関が持つデータベースのインデックスとしても機能

し、ユーザーに生データのアクセスを提供している。同システムは、文部科学省の次世代火山

研究推進事業の課題Ａ「各種観測データの一元化」で開発された。2024年度に火山本部に移管

され、一元的に調査研究を進めるためのプラットフォームとして、引き続き開発・運用が行わ

れている。 
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３．文部科学省における火山人材育成（研究人材・実務人材）の取り組みについて 

 (1) 即戦力となる火山人材育成プログラム（Ｒ６～） 

   ①火山研究者を目指す社会人等への学び直しの機会の提供、②関連分野の研究者等の火山研 

究への参画を推進、③火山実務者への火山の専門知識・技能の取得支援の機会を提供するなど 

のプログラムを開始。 

採択機関 事業名 事業概要 

東北大学大学院理学

研究科 

即戦力となる火山人材育

成プログラム 

我が国における火山研究や火山に関する業

務に携わる者の即戦力としての育成及び継

続的な確保を推進する。また、将来的に、火

山関連業務に従事する高度な専門性を有す

る人材を育成することを目的とする。 

山梨大学大学院総合

研究部附属 地域防

災・マネジメント研究

センター 

研究者・実務者を対象と

した火山スペシャリスト

養成研修 

火山災害に対応可能な実務者人材・研究者の

育成を促進するために、オンデマンド及びオ

ンライン講義、火山標準テキストを軸に目的

別の３つのコースを設定し、各コースに応じ

た人材育成を行う。 

 

 (2) 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト（Ｈ28～） 

  ・「次世代火山研究推進事業」では、「観測・予測・対策」の一体的な火山調査研究を実施。得

られた各種観測データや研究成果は、火山本部で行われる火山活動の評価や、関係行政機関

における防災業務等で活用。開発されたＪＶＤＮシステムは、火山本部でも活用している。 

  ・「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」で、分野横断的な知識と技能を有する火山研究

者・火山専門人材を育成。修了生は大学・研究機関等のみならず、関係省庁、自治体等にも

多数就職している。 

  【次世代火山研究者育成プログラム受講生】 

  ・令和６年度までに190名の受講生（主に修士課程 

   の学生）を受け入れた。 

 

 

 

 

 

                            ＜プログラム修了生の就職先＞ 

 

 

 


